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１．研究活動の概要  

本研究は当初「防災ネットワーク・マネジメントに関する研究」として

行政学・政策研究の政策ネットワーク論の理論的枠組みを用いて、防災政

策の一分野である雪対策を対象に、青森県青森市の先進事例を中心とした

事例研究を実施することを目的としていた。しかしながら、調査研究の進

展に伴い、既存の理論的枠組みによる政策現場のネットワーク認知には限

界があることが明らかになった。従来の政策ネットワークやネットワー

ク・マネジメントは主に公的部門（public sector）を中心とした静態的・

制度論的な分析視座に依拠しており、組織等のメゾからマクロレベルの構

造的理解に偏重する傾向があると考えられる。これに対して、現場で観察

されるネットワークの実態は、むしろ民間部門（private sector）を起点と

して、動態的かつ行動論・感情論的な要素を含む、個人等のミクロからメ

ゾレベルの複雑な連携構造を有していることが明らかとなった。このよう

な理論と実態の乖離を踏まえて、本研究では従来の枠組みに代わる新たな

分析視座の構築を目指し、研究主題に「社会連携のネットワークの理論的

分析枠組みの構築」を加えた。これに伴い、事例研究の対象も防災（なか

でも雪対策）に限定せず、農業分野と福祉分野の連携（いわゆる「農福連

携」）等の地域社会における多様な連携実践を含む事例へと拡張した。そ

こで、本研究の新たな目的は、ネットワーク論の制度論的・構造的アプロ

ーチに加えて、現場の実践に根ざした動態的・行動論的アプローチを導入

することで、社会連携におけるネットワークの形成・展開・変容・調整と 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いった課題解決過程（ネットワーキング）を理論的に捉えうる分析枠組みを

構築することである。これにより、行政学におけるネットワーク研究の深化

といった理論的側面と、地域社会における防災等をはじめとした課題解決お

よび持続可能な協働モデルの探究といった実践的側面での貢献が可能にな

るだろうと考えた。 

こうした研究目的の追加および対象領域の拡張に伴い、2025（令和7）年

 5月24日、札幌市教育文化会館にて開催された「日本行政学会2025年度総会

・研究会」に参加し、共通論題を通じて行政学・公共政策分野における最新

の研究動向に触れる機会を得た。また、派遣期間中には、社会連携のネット

ワークの理論的分析枠組みの技術的側面に関する知見（AIネットワークの研

究開発動向）の収集とともに、青森市における防災（雪対策）、札幌市にお

ける農福連携等の各事例について現地調査を実施し、社会連携の実践的側面

に関する知見を収集・蓄積した（「3.4 社会連携の理論と実践の知見収集・

蓄積」参照）。 

 

２．研究の背景 

近年、公共政策の実効性向上に向けて、政府・市場・市民部門の多様なア

クター（ノード）が協力する「社会連携」の重要性が高まっている。従来の

政策ネットワーク論は静態的・制度論的分析に偏重する傾向がみられるが、

複雑化する社会課題への対応には、動態的かつ実践的なネットワーク形成の

理解が不可欠であると考えられる。こうした認識に基づき、本研究は「共創

的ネットワーキング」を分析枠組みの中核モデルとする社会連携学（Social

 Collaboration Studies）の構築を目指すことにした。社会連携学は、資源

の希少性や市民参加の課題を背景に、異分野・異主体間の協力によるイノベ

ーション創出を理論的・実践的に探究する学問領域である。特に農業分野で

は、6次産業化や地域の多様なノード間の連携を通じた社会イノベーション

の展開が進んでおり、起業家精神や課題志向型教育との接続によって、持続

可能な協働モデルの構築が期待されている。  

 

３．研究内容 

本研究は、社会連携の基礎概念に関する先行研究を整理し「社会連携学」

の理論的基盤を構築することを目的とする。特に、政府・市場・市民部門の

協働による「共創的ネットワーキング（Collaborative Networking）」を理



論的分析枠組みの中核モデルとして、ミクロレベルのネットワーク形成とア

ントレプレナー（政策起業家・社会起業家）の役割行動に着目する。 

３.１ 問題意識 

現代日本の地域レベルの政策は、人口減少や高齢化に伴うコミュニティ機

能の低下、災害対応力の脆弱化、担い手不足による農村社会の構造的変容、

さらには商業活動の衰退といった、複合的かつ相互に関連する課題に直面し

ている。これらの課題は、単一の行政主体による従来型の対応では十分に対

処しきれず、行政主導による政策形成・実施の限界が顕在化していると考え

られる。このような状況においては、政府・市場・市民という異なる原理に

基づく三部門が、水平的かつ相互依存的な関係性を構築し、協力的なネット

ワークを形成することが不可欠である。特に、地域防災のように、地域コミ

ュニティが主体となって地区防災計画を策定し、実施体制を整備するプロセ

スは、社会アクターの参加を促進するボトムアップ型の政策イニシアティブ

として位置づけられる。 

しかしながら、こうしたボトムアップ型の政策イニシアティブの領域にお

いては、既存の政策ネットワークやネットワーク・マネジメントの分析枠組

みでは、現場におけるネットワークのミクロな構造や動態を十分に捉えるこ

とが困難である。従来の枠組みは主に公的部門を分析対象としており、市場

部門（民間企業等）や市民部門（NPOや大学等）がネットワークの起点とな

るような政策形成・実施過程を理論的に説明するには限界があるように思わ

れる。 

さらに、大学などの教育機関が教職員や学生を含む参加ノードとして社会

連携に関与することにより、未来を担う若者たちがネットワークに関与し、

過去・現在・未来を結ぶような長期的な時間軸に基づく実践活動が展開され

ている。このような社会連携の実態は、単なる制度的・構造的な枠組みでは

捉えきれず、ネットワークのミクロレベルにおける感情・行動・関係性の動

態を分析対象とする新たな理論的視座が求められる。  

既存の分析枠組みがメゾレベルあるいはマクロレベルの制度的・構造的把

握を主眼としている以上、現場におけるミクロで動態的なメカニズム、すな

わちノード間の感情的連関や行動の変容を認知・分析するには限界があると

思われる。したがって、地域レベルの政策におけるボトムアップ型ネットワ

ークの構造と機能を解明するためには、理論的再構築と分析手法の革新が不

可欠であると考える。 



３.２ 先行研究（理論的分析枠組みの構築に向けた概念整理） 

本研究は、社会連携に関する理論的基盤の構築を目的とし、政府・市場・

市民の三部門による協働のダイナミズムを解明するための分析枠組みを提

示する。特に、ミクロレベルのネットワーク形成において中心的な役割を果

たすアントレプレナー（政策起業家・社会起業家）をネットワークの「コネ

クター」として位置づけ、彼らの役割行動（媒介的・創発的な行動）に着目

することで、社会連携の実践論とモデル化を通じた「社会連携学」の体系化

を試みる。 

本分析枠組みは、以下の三層構造に基づいて構成される。  

第1層：理論的基盤の整理 

「社会連携」の概念を、政府（government）、市場（market）、市民（

civic）部門の異なる基本原理に基づくネットワーク活動の接続と捉える。先

行研究に基づき、社会連携を「心でつながる相互依存的な関係と交換、より

高次の結束、行動・管理・先導の新しい方法を必要とする独特のかたちの共

同活動」と定義する。行政学者である足立忠夫の先行研究（1980, 1981, 19

82）を検討して、社会連携学の萌芽としてその理論的考察を行う。社会連携

学のアプローチの端緒としては、主に足立の『学際的研究論――神学・医学・

法学・建築学・行政学・政治学――』（1980年）、『地域市民自治の公共学―

―学際的かつ市民的規律としての地域主義――』（1981年）、『地域と大学―

―市民・公務員・学究の地域的協働体制の確立――』（1982年）の80年代初期

の三部作の研究が挙げられる。これらの研究は、「市・公・学の協働体制（

the cooperative system of citizen, public official and scholar）」の必

要性を主張しており、「公共的社会課題の解決に関する在来の理論は、地域

社会の市民サイドから根本的に再構築されなければならない」とする足立の

「公共市民学」の構想を示すものであり、社会連携学に関する理論的基盤を

形成するものであると考えられる。また、Colin Hayの戦略的なネットワー

キング理論を参照し、ネットワークの形成・進化・転換・終了に至る動態的

プロセスの理論を援用する（ただし、Colin Hayは、英国の「ウェストミン

スター」と「ホワイトホール」とその周辺を中心とした政策プロセスに関し

て、英国の4つの省庁の大臣や役人への一連の半構造化インタビューに基づ

いて説明しているものである）。  

第2層：構造とプロセスの区別  

「ネットワーク（network）」を静態的な構造概念として、ノード（node



）とリンク（link）による接続構造と定義する。「ネットワーキング（netw

orking）」を動態的なプロセス概念として、ノード間の相互作用によるネッ

トワークの生成・変容・再編の連鎖と位置づける。「ハブ（hub：複数のノ

ードを接続・統合するプラットフォーム的役割を担う地域拠点・中間支援組

織・行政プラットフォームなど）」の役割に加えて、「コネクター（connec

tor：政策起業家・社会起業家）」の媒介的・創発的行動に着目し、情報など

のリソース流通の効率化、構造的安定性、新規ノードの統合促進における中

心的な意義を明らかにする。 

第3層：ICT・AI時代におけるネットワークの理論的展開  

Castellsおよびvan Dijkの「ネットワーク社会論」を参照し、地理的制約

を超えたノード間の接続性の拡張と社会構造の変容を理論化する。ネットワ

ーク研究の古典としては、Granovetterの「弱いつながりの強さ」およびMi

lgram、WattsとStrogatzの「スモールワールド」理論を援用し、情報拡散と

イノベーション創出のメカニズムを説明する。最近のネットワーク研究とし

てはHarariの視座を踏まえ、有機的ネットワーク（人間）と非有機的ネット

ワーク（AI）の相互作用が社会秩序と真実の構築に与える影響を考察する。 

以上の第1～3層構造に基づく理論的分析枠組みは、社会連携の実践的展開

を理解するための基盤となるとともに、行政学・政策研究におけるネットワ

ーク理論の深化と応用可能性を示すものであると考える。  

３.３ 理論的分析枠組み 

本研究が提唱する「共創的ネットワーキング」アプローチは、前述した先

行研究の知見を踏まえ、社会連携、具体的には、対人社会サービス領域にお

ける社会アクター（例：協同組合、自助団体、社会的企業等）の参加を促進

する政策イニシアティブを分析対象とするものである。これらのイニシアテ

ィブは、中央政府主導によるトップダウン型と地域発（草の根レベル）のボ

トムアップ型に分類されるが、本研究では特に後者に該当する社会連携事例

に焦点を当て、市民の視点を政策立案・実施過程に組み込むことを目的とす

る。このアプローチに基づく分析は、以下の三つの視点から構成される。 

（1）ノード分析 

人材・資源・活動の創出と相互作用（ヒト・モノ・コトづくり）に着目し

て、ネットワークを構成する各要素間の活性度を評価する。これにより、ネ

ットワーク内の主体（ノード）の機能的役割と連携の強度を可視化する。  

（2）プロセス分析 



部門・組織・時間・空間といった制度的・構造的制約を超えて形成される

協力関係のプロセスを明らかにする。特に、協力・連携に至るまでの関係構

築の段階と、その展開メカニズムを理論的に解明する。  

（3）コネクター＆ハブ分析 

ネットワーク内におけるコネクター（アントレプレナー）のリーダーシッ

プおよびマネジメント機能に加え、プラットフォーム（ハブ）の構造と機能

に着目することで、ネットワークの統合性と持続可能性を支える要素を特定

する。これら三つの分析視点の導入は、従来の政策ネットワーク論における

「運用上の定義の欠如」という理論的課題を克服することを意図している。

また、国家と市民社会の関係性、市民社会組織の自発性、政策実施ツールの

制度的・社会的埋め込みを概念化するための理論的枠組みとして機能する。 

３.４ 社会連携の理論と実践の知見収集・蓄積 

（1）ICT・AI時代のネットワークの理論的展開に関する知見の収集  

2024（令和6）年9月12日、札幌市のACU-A（No Maps CONFERENCE 

Room C）で開催された「No Maps2024」（No Maps実行委員会主催）のカ

ンファレンス「エッジAIが築く未来～日本の技術で世界をリード」に参加し

て、AIの社会実装の進展と「エッジAI」と呼ばれる小型機器で動作するAIの

ネットワークの可能性等に関する知見を得た。「No Maps」は、民間企業、

官公庁、教育機関が協力して「ALL HOKKAIDO体制」で運営されており、

2016年から北海道札幌市内の中心部の複数会場で開催されている、テクノロ

ジーやエンターテインメント、クリエイティブで世界を「めっちゃおもしろ

くするフェス」である。このトークセッションのゲストとして登場した株式

会社アジラ代表取締役CEO兼COOの尾上剛氏に、当日セッション後に、北海

道大学オープンイノベーションハブ・エンレイソウにて、行動認識AIを軸に

した技術やその応用例等についてヒアリングをさせていただいた。 

 

（2）社会連携の主な実践事例の知見収集 

①防災（雪対策）：2025（令和7）年5月7日、「あおもり雪国懇談会」の

副会長・会長代行を務めた高樋忍氏（青森市内でギャラリーを企画運営して

いるgCRADLE代表）にギャラリークレイドル内でヒアリング調査を実施し

た。高樋氏は、青森市内で様々な政策領域において「普通人の心をつかんで

離さないプログラム」  をテーマに貢献しているアントレプレナー（政策起

業家）であると思われる。「あおもり雪国懇談会」は、2005年度から、「雪



みち観察隊」の活動の一環として、市営バスの融雪歩道沿いのバス停にスコ

ップを設置する「バス停オアシス化計画」を企画し実施した。これは、バス

停の待ち時間に誰でもがボランティアでバス停周辺の雪片づけができ、バス

の利用者が安全にバスの乗り降りができるようにすることを目的としたプ

ロジェクトである。この活動は、「バスを待つ間にあなたもひとかき！」を

キャッチフレーズにしており、除雪への協力を呼びかけるポスター「やさし

さ雪みちボランティア」をバス停に貼るなどして、市民がボランティアしや

すい環境づくりをしている社会連携のモデルケースであると思われる。202

3年度からは、実施主体の「あおもり雪国懇談会」が解散したために、実施主

体が「あおもり雪国懇談会」から、青森公立大学の学生で構成される団体・

サークルである「青森まちなかしかへらぁ～s」の構成員へと引き継ぎが行

われた。今回の調査を通じて、高樋氏の政策起業家としての役割行動の特徴

を垣間見ることができた。高樋氏は、建築・バリアフリーの専門性を活かし

てアートな視点から社会課題に接近しており、「お姉ちゃん」的気質を基礎

にして、行政とも「人と人」としての信頼からなるフラットな関係を築き、

「役所言葉」を市民が感覚的に分かる「ニュアンス」言葉に翻訳し、デザイ

ンを通じて市民同士が「心でつながる」プロジェクトに落とし込む工夫がな

されていることなどを確認できた。青森市都市整備部道路維持課からはメ

ールでの調査をさせていただき、青森市の「青森市市民とともに進める雪

処理に関する条例」やパートナーシップ型雪対策等について関連資料お

よび情報提供をしていただいた。  

 

②農福連携：北海道余市町のNPO法人どりーむ・わーくす理事長の水尻宏

明氏には、2024（令和6）年9月22日、札幌心療福祉専門学校で開催された、

「2024年度 第6回 心福マルシェ」（野菜販売会）を教えていただき、農福

連携コーディネーターであり農林水産省認定の農福連携技術支援者の資格

も有する大泉浩一氏をご紹介いただいた。また、当日心福マルシェの会場に

て、学校法人西野学園  札幌心療福祉専門学校の佐藤誉匡氏、幡直人氏から

お話を伺った。農福連携コーディネーターである大泉氏には2025（令和7）

年8月18日、北海道大学エンレイソウにてヒアリング調査をさせていただい

た。2025（令和7）年8月30日、札幌心療福祉専門学校で開催された「2025

年度  農福連携入門講座  第5回目「利益の出し方について：魅力的な売り場

作り」」を見学させていただいた。  



 

４．今後の教育・研究への活用 

 本研究の成果は、今後の研究発表や教育実践において活用する予定であ

る。まず研究発表として、①2025（令和7）年9月13日、東京大学にて開催さ

れた「第26回情報文化学会関東支部研究会」に参加し、「農福連携における

アントレプレナーの役割行動に関する研究」と題して社会連携の事例研究を

中心とした実践的分析結果を報告した。次に②2025（令和7）年11月29日、

城西国際大学にて開催される「情報文化学会第33回全国大会」に参加して、

「社会連携と共創的ネットワーキングに関する研究」と題して社会連携の理

論的分析枠組みの構築とその応用可能性について発表をする予定である。な

お、①の成果は『国士舘大学教養論集』に論文として、②は政治研究所の機

関誌『政治研究』に論説として公表する予定である。 

教育実践においては本研究の成果を、政経学部・大学院政治学研究科の公

共政策関連の授業等に積極的に導入することを検討している。特に、公務員

志望者が多い本学の学生に対して、地域社会におけるネットワーク形成にお

いて、各セクターの主体（ノード）をつなぐ、コネクターやハブとして機能

できる人材の育成を目指し、社会連携の理論と実践を統合的に学ぶ機会を提

供する予定である。また、社会課題の解決を志向するアントレプレナーを目

指す学生に対しても、異分野・異主体間の協働を促進する理論的基盤として

本研究の枠組みを活用し、実践的かつ創造的な人材育成に資する授業プログ

ラムの構築を目指していきたい。  
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